
 
横浜市政記者、横浜ラジオ・テレビ記者 各位 
 
 
 

横横浜浜のの政政策策力力：：調調査査季季報報1166６６号号  

特特集集「「『『協協働働』』かからら『『地地域域運運営営』』へへ」」をを発発行行!!  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                     

                        
 
 
 
 
 
 
 
 
                調査季報は、市民生活にとって重要な課題や自治体  

               の政策について、市職員や専門家・市民が自由に意見 

               を発表し、討論するための政策研究誌です。 

 
 
 
 
        

※購入については、裏面を参照 

記 者 発 表 資 料 

平 成 2 ２ 年 ３ 月 3 1 日 

都 市 経 営 局 政 策 課 

政策支援・広域行政担当課長 

斉田裕史 電話:671-2108 

１冊 ５００円  
市内主要書店にて販売。市役所市民情報セン

ター刊行物サービスコーナー、区役所売店で

も購入できます。 

 今回は、現行中期計画のリーディングプロジェクト「地域元気プロジェクト」

に位置づけられている「市民主体の地域運営」についてとりあげます。 

「市民主体の地域運営」を、市民参加、パートナーシップ、協働にかかる市

の施策の推移の中でとらえるとともに、少子･高齢･人口減少社会を迎える中で

の新たなコミュニティ施策としての意味を考え、「地域まちづくり」「地域福祉

保健計画」「商店街振興」といった協働と地域にかかわる事業と「地域運営」

の関係、「身近な地域・元気づくりモデル事業」のモデル地区等の現状、区役

所の地域力向上の取組などを紹介し、「市民主体の地域運営」の今後について

考えます。 

 

＜構成＞ 

 １ 少子・高齢・人口減少社会と「市民主体の地域運営」 

 ２ 協働と地域にかかわる各局事業 

 ３ 身近な地域・元気づくりモデル事業 

 ４ 「地域運営」の現在 

 ５ 地域力向上に向けた区役所の機能強化 

 ６ 「市民主体の地域運営」の今後 

 ７ 横浜のコミュニティのこれまでとこれからの「地域運営」 



調査季報の購入について 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                 都市経営局政策課「調査季報編集部」 
                           Tel ：６７１－４０８７ 
                          Fax：６６３－６５６１ 
                    E-mail：ts-kihou@city.yokohama.jp 

① 市役所市民情報センターの刊行物サービスコーナー 
（遠方の方には郵送サービスもあります。 tel:045-671-3600まで） 

 
② 区役所売店（西区、金沢区、栄区を除く） 
 
③ 一般書店 

紀伊國屋書店（そごう横浜店） 
芳林堂書店（セルテ関内店） 
横浜日経社（関内） 
政府刊行物サービスセンター（東京都千代田区霞ヶ関、千代田区大手町）

 
④ 市内主要大学の購買部 

横浜市立大学金沢八景キャンパス 
神奈川大学横浜キャンパス 
関東学院大学六浦キャンパス 
横浜国立大学 

 
販売は、４月１日以降になります。 

 
※ バックナンバーについては、刊行物サービスコーナーへお問い合わせください。 


